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１．はじめに

　温泉地学研究所では、１９９１（平成３）年度、神奈川県西部地震対策が県の重点施策とされ

た一環として、神奈川県西部地震の予知研究に取り組み、あわせて観測体制充実のため観

測施設の増設や地殻変動観測網などの整備を進めてきました。一方、１９９１（平成３）年８月、

神奈川県の「試験研究機関再編整備委員会」により温泉地学研究所を新築移転の上、再整備

することが決定されたことを受け、１９９５（平成７）年４月に庁舎を新築移転し、実験機器類

の整備を行うとともに、調査研究機能の強化を進めるため、総合研究システム（以後、この

システムを旧システムと呼ぶ）の開発・導入を図りました（温泉地学研究所、１９９９）。

　その後、旧システムはデータベースサーバ等の機器の老朽化が進み、交換部品が無く

なったためメーカーの保守対象外となるなど、地震・地殻変動観測をはじめとする当所の

業務遂行に重大な影響を及ぼすおそれがでてきました。そこで、これらの機器類と機器の

運用に関わるソフトウェアなどについて２００４（平成１５）年に更新を行い、同年１０月から運

用を始めています。更新にあたっては、旧システムの機能を参考としつつ、各業務の状況

や使用頻度を検討し、システム全般を一から見直し、再構築しました。

　本報告では、更新したシステム（以後、新システムと呼ぶ）の概要について紹介します。

２．新システムの基本方針

　旧システムは複数台のワークステーションを用いた所内ネットワークによるデータの

共有化及び一元管理を行い、温泉地学研究所が保有するデータを電子化するシステムと、

蓄積されたデータを活用するシステムなどから構成されていました。しかし、その後のコ

ンピュータ及びネットワークの進歩は目覚しく、規模を縮小したワークステーションやパ

ソコンなどのハードや旧システムで作成したものと同等な機能を有するパッケージソフ

ト等の導入によって、旧システムと同様なシステムの構築が実現可能となってきました。

　そこで、更新を図るためのハード及びソフトの導入について、所内にシステム検討委員

会を設け、この中で、これまでの問題点や課題の洗い出しを行い、新システムの基本方針

を次のようにしました。

�　地震・地殻変動観測のデータ収集解析システムでは、複数の観測データの一覧表示

や異常判定など旧システムの機能を引き継ぐとともに、地震活動等の異常発生時に対

応できる体制を整えるために、新たな機能として、情報公開用にデータを自動表示す

る機能、地殻変動データの異常検出機能、ポケベルの代わりに電子メールを用いた自

動通報機能などを追加することとしました。

�　温泉分析資料など、自動更新データの無いシステムについては、費用対効果を検討
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した結果、各研究室等に配置されているパソコンでデータ管理等を行うこととしまし

た。

�　所内で用いている電子メール及びインターネット接続システムについては、これま

で所内のサーバで管理してきましたが、不正侵入などの対処が、年々、困難になりつ

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

図１　地震活動監視支援システム概念図
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つあるあることから外部サーバ方式に変更し、運用 ･ 保守に伴う職員の負担軽減を図

ることとしました。また、老朽化して、しばしば回線断のあった所内ネットワーク配

線の張り替えを行い、所内のデータ通信を高速化することとしました。

３．新システムの概要

３．１．地震活動監視支援システム

　このシステムは、旧システムのうち、地震予知総合解析サブシステムの機能を引き継ぎ、

当所が箱根火山及び県西部地域で行っている地震・地殻変動の各観測施設から収集される

観測データを取り扱うシステムです。新システムで新たに追加・変更された主な機能を以

下に示し、図１にシステム概念図、表１に機器構成を示します。

　�　電子メールを用いた自動通報機能

　�　異常検出機能

　�　情報公開用のデータ自動表示機能

　�　各種設定等の簡便化

３．１．１．新たに追加・変更された機能

　�　自動通報機能

　収集された最新のデータ（表２参照）が任意に設定した基準値を超えた場合に、自動

的に指定されたメールアドレスに、その内容を電子メールで通知する機能です（図２、

３）。

　旧システムでは、所長や研究部長、各担当職員はポケベルを携帯していましたが、携

帯電話方式に変更しました。ポケットベルは、将来のサービス継続に不安があること

やメールの方が文字情報の送付に柔軟性がある点を考慮しました。この処理で用いて

いる異常変化の検出方法、現在の基準値等は、以下に示します。

 

表１　地震活動監視支援システムの機器構成
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　�　異常検出機能

　①異常変化の検出方法

　地震の発生数や有感地震による異常の検出では、

単純に設定した基準値に達した場合、自動通報を

行う方法を用いています。

　しかし、地下水位や傾斜などによる地殻変動で

は、降雨や気圧、気温など気象に関連した変化が

捉えられ、常時変化しています。また、火山の噴

火の際など、数日かけてゆっくりと変化する状況

が観測されることがあります。そのため、地震発

生数の検出のように、特定の値を基準として異常

を検出する方式を用いることは出来ません。

　そこで、地殻変動データの異常検出では、各地

殻変動観測項目の時系列データに対し、まず、絶

対値を計算します。そして、その値を元に、STA （短

時間平均：Short Term Average）と LTA（長時間平均：

Long Term Average）を算出し、その比（STA/LTA）を計

算します。

　当所で観測を行っている地域の地殻内の状態に変化がないか、または変化が一定であ

れば、STA/LTA 比は１になるはずです。しかし、地震や火山活動などに関連した異常な

変動が観測された場合、LTA はその変化に追随できずにほとんど一定の値をとるのに対

し、STA はその変動の影響を受け急激に変化すると考えられます。その結果、STA/LTA 

比の値も上昇します。この比に対して、これまでに蓄積されたデータの解析から日常的

に見られる変化幅を考慮した「しきい値」を設け、その値を超えた場合を異常変化と判定

するものです。

　現在の運用では、傾斜データについて解析した

結果（原田ほか、２００３）を参考にして、「STA は６時

間」、「LTA は１０日」、「しきい値は４」としていま

す。

　地震発生数の基準値は、箱根火山を含む県西部

地域で「１時間に７回」の地震が観測された場合と

しています。この設定は、当所において箱根火山

の群発地震を１時間に１０回以上の地震が発生した

場合と定めていますが、震源決定が行えないよう

な規模の小さな地震が含まれることを考慮した設

定としているものです。

　有感地震については、当所で地震活動や火山活

動等が観測された場合に適切な対応が執れるよう

に定めた「緊急時措置要領」（温泉地学研究所、２００４）

の措置区分である「震度４」を基準値としています。

 

図２　設定画面（データ表示項目やメール
アドレス等を行う初期画面）

図３　異常検出設定画面（各観測項目毎に
STA、LTA、しきい値を設定する）
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　②実際の運用による成果

　２００４（平成１６）年２月と４月に箱根火山で群発地震が観測されました（伊東ほか、２００５）。

これらの群発地震の発生に伴い、地震発生数が基準値に達したため、当所の所長、研究

部長および担当職員の所持する携帯電話に自動通報が行われました。その後、箱根火山

及び県西部地域では、特に活発な地震活動は観測されていないため、地震、地殻変動と

もに自動通報の事例は発生していません。

　当所では、観測施設から常時送られてくる地震データは震源決定作業などを自動処理

していますが、担当者は画面等を常時監視しているわけではありません。そのため、箱

根火山で通常起こっている微小な規模の地震では、地震の発生について、すぐには気が

つきません。そのため、自動通報機能により、群発地震活動等に対する監視が確実になっ

たと考えております。

　③課題

　１日に１回データ収集を行う地下水位や光波測量観測などのデータ（表２参照）につ

いては、データ収集が行われた時点で異常判定処理が行われます。そのため、これらの

データは常時監視ではなく、前日のデータについて異常判定をしていることになります。

現在、群発地震や震度４以上の有感地震の発生および毎時収集が行われている傾斜デー

タについて異常が検出された場合には、地下水位や光波測量などの各担当者が当所の観

測室に設置されている個々の既存システムを用いてデータ収集を行い、各観測項目の状

況を確認することとしています。これらの対応については、既存のテレメータ収集シス

テムの変更が必要なため、今後の課題です。

　�　情報公開用のデータ自動表示機能

　当所で観測を行っている地震、地殻変動の各観測データを自動表示させるため、表示

用データを読み込み、以下の処理を外部

サーバ上に転送し、表示期間を指定して、

各観測データのグラフを表示します。旧

システムでは、表示できる観測項目が限

られていましたが、新システムでは、地

下水位、傾斜、光波測量データなど異なっ

た観測項目を自由に組み合わせて表示す

ることを可能としました。

　①震源分布表示処理

　当所で観測を行っている箱根火山を含

む県西部地域の地震データは、自動処理

によって震源決定等が行われています。

この処理では、自動処理された震源デー

タを情報公開用データとして読み込み、

表示するものです。震源データの表示期間 図４　震源データ表示画面
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は最新２４時間、最新１０日間及び最新１ヶ月間とし、表示データの更新は自動処理シス

テムを毎分監視し、新たに震源データが作成された場合にデータを読み込み、表示する

ものとしています。図４に表示例を示します。

　②地殻変動データ表示処理

　データの表示期間は、データ収集を

行った時点をもとに、当日、前日、当

月、前月、当年、前年に分け、これら

のうちから選択した期間のデータを表

示します。図５に表示例を示します。

　表示される各データはそれぞれの収

録の時間が異なっています（表２参照）。

そのため傾斜データの更新は、１時間

毎、地下水位、GPS 測量、光波測量デー

タの更新は１日に１回となっています。

　�　各種設定等の簡便化

　データベースサーバで以下の各種設

定を行う機能です。旧システムでは、

データベースサーバがＵＮＩＸ上で動

作していたため、ＵＮＩＸの知識のない

職員は、各種の設定等を簡単に行えませ

んでした。そのため、新システムのデータベースサーバでは、システムの運用を行う職

員が日常的に扱っているパソコンと同じ動作環境である Windows を採用し、各種設定等

が簡便に行えるシステムとしました。

①入力処理設定（いつ、どのパソコンからデータ収集を行うかなどの設定）

②異常監視パラメータ設定（異常検出に関する基準値などの設定）

③自動送付メールアドレス設定（自動通知する宛先の設定）

④ｗｅｂ設定（情報公開用にデータ表示を行うための更新時間などの設定）

⑤オフセット値設定（３．１．３（３）データ後処理の項参照）

３．１．３．システムの基本機能

　�　データ入力機能

　各観測施設から送られるデータを編集し、データベース（以後、ＤＢとする）に登録し、

システムの基本となる処理を行います。このシステムでデータ収録を行う観測施設と観

測項目を表２に示します。

　�　入力状態表示機能

　各データ収録の状態を表示し、観測データに欠測やその他のトラブルが発生した場合

は電子メールで、その内容を職員の所持する携帯電話に自動通報する機能です。

図５　地殻変動データ表示例
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日常の運用時には、図６に示した画面が常時表

示され、観測データ等の収録状況が表示されて

います。

　�　データ後処理機能

　ＤＢから任意に指定する各観測データを読

み込み、任意に指定する観測点、期間（年、月、

日、時、分など）のグラフ表示及びデータのテ

キスト出力を行う機能です。

　各観測データはＤＢから読み込み、データを

表示し、欠測やオフセット処理などの補正を

行った後、修正済データとして生データとは別

に保存します。

　なお、オフセット処理とは、主に傾斜データ

に施す処理で、地震の発生に伴い、物理的にセ

ンサーが振られ、データに飛びが生じることが

ありますが、この飛びの修正を行うものです。

　�　バックアップ機能

　ＤＢ機能を災害等による障害から保護するため、システム及び収集データを定期的

（月１回程度）に磁気テープを利用した記憶装置（DLT：Digital Linear Tape）によりバック

アップするものです。

　�　地震・傾斜データ収集解析システム（Ｗｉｎシステム）コンピュータの増設

　旧システムで構築した震源自動処理・傾斜データ収集解析システムのコンピュータは

１系統であるため、システムの点検時など、コンピュータを止めた時間のデータが欠測

になる問題がありました。そのため、こうした欠測をなくすため、新システムでは既存

のデータ収録システムの出力とコンピュータを増設し、２系統化するとともに、東大・

地震研究所とデータ交換を行う回線も２系統化しました（図１参照）。

　増設したコンピュータは、旧システムの設定に基づき、地震波検測用ソフトウェア

（Win）の最新バージョンをインストールし、これまでと同様の設定としています。

３．２．総合研究データベースシステム

　本システムは、当所が収集した書類、図面等のデータを電子ファイリングすることを目

的として、電子ファイリングシステムのパッケージソフトウェア「LLFILING」（（株）富士

通ソーシアルサイエンスラボラトリ製）を導入しました。本システムで扱う主な業務を以

下に示し、システムの構成を図７、機器構成を表３にまとめて示します。

　①書類・図面をスキャナー等で読み込み、電子化する

　②一つの報告書に含まれる文章、図面、写真など性質の異なる部分からなる書類もまと

図６　入力状態表示画面
（各観測データを収録した時間等が表示される）
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　　めて一つの報告書として取り扱う

　③件名、内容、作成日などから書類の検索を行う

　④入力データは複数の端末から閲覧できる

３．２．１．機能

　このシステムは、当所で保有するデータを電子化するシステムです。旧システムでは地

理情報システム（ＧＩＳ）とリンクした当所のために設計したＤＢを構築しましたが、デー

タの更新やシステムの維持にかかる費用負担が大きいため、新システムではデータを電子

化するパッケージソフトウェアを導入し、大型コンピュータからパソコンにダウンサイズ

しました。現在、本システムでは公共工事の際に得られた地質資料を整理するＤＢ、過去

の被害区域や急傾斜地崩壊危険区域、災害予測箇所等を表示した「アボイドマップ」の基本

資料ＤＢ、当所報告書のＤＢが構築されています。

　このパッケージソフトウェアを用いるにあたり、データベース等の構築については、当

所に合わせた設計を行っていますが、ソフトウェア機能の追加や修正等は行っていません。

したがって、このシステムの機能については、メーカーによるパッケージソフトウェアの

機能概要を以下に引用しておきます。

①大容量・高速検索：１０００万枚の画

像の保存、および、さまざまなキー

による高速検索が可能 

②汎用データ管理：デジタル画像ファ

イルのほか、各種アプリケーション

ファイルも一元管理 

③改訂履歴管理：文書を改訂した際の

履歴の管理が可能 

④利用者登録：管理文書に、登録・更新・参照などのアクセス権を設定

　今後は、データ入力を進めるとともに、地理情報システム（ＧＩＳ）との関連付けやＤ

Ｂ化された資料の公開などについて検討する予定です。

３．３．所内ネットワーク

　所内で用いている電子メールやインターネット接続に必要なコンピュータ（HP サーバ、

ftp サーバなど）は、これまで所内に設置していました。これは、旧システムがインターネッ

ト接続が一般的になる以前に設計され、サーバの設置を外注するプロバイダーが少なかっ

 

 

  

図７　総合研究データベースシステム構成図

表３　総合研究データベースシステムの機器構成
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たためです。一方、当所では、システム等の運用 ･ 保守に伴う専属の部署等はありません。

そのため、システムの運用等は研究職員が行っていましたが、高度な技術的知識が要求さ

れる上、外部からの悪意ある侵入を防ぐ必要があり、大きな負担となっていました。そこ

で、これらの運用に伴う負担軽減を図るため、外部のプロバイダーを利用することとしま

した。

　また、ホームページの改ざんや ftp サーバへの不正アクセスに対する対策、電子メール

にともなうウィルスなどセキュリティー対策などについても外部のプロバイダーに委託

しました。

　そのほか、所内の各研究室や実験室等に配置しているパソコン等から電子メールやイン

ターネットに接続するネットワークの配線が老朽化し、しばしば故障箇所特定のために、

職員が天井をあけて部品を交換する事態が頻発しました。そこで、配線を新たに張り直し

ました。ネットワークケーブルは１０Mbps 対応ケーブルから１００Mbps 対応ケーブルに変更

され、所内通信が高速化しました。また、これにあわせネットワーク監視用パソコンと管

理用ソフトウェアを導入し、所内の通信状況や故障の状況を監視できるようにしました。

配線は、これまでのカスケード型から故障箇所の特定が容易なスター型としました。さら

に、回線を２重化し、万が一の断線や機器の故障があっても正常な運用に切り替えること

が可能になりました。図８に所内 LAN 配線系統図、表４に機器構成を示します。

４．まとめ

　県試験研究機関再編整備計画の一環として導入が図られた旧システムは、機器類の老朽

化等に伴い、当所の業務遂行に重大な影響を及ぼすおそれがあるため、これらの機器類と

機器の運用に関わるソフトウェアなどについて更新を行い、２００４（平成１５）年１０月から新シ

ステムによる運用を始めました。

　現在、コンピュータやネットワーク機器などの進歩は目覚しく、規模を縮小したパソコンなどの

ハードやパッケージソフトの導入によって、旧システムと同様なシステムが実現可能となってきた

ため、旧システムの内容を見直し、これまでの問題点や課題を検討しました。

　そのうえで、新システムでは、旧システムの機能を分散化し、「地震活動監視支援システム」と

「総合研究データベースシステム」に機能特化させ、システムの縮小化を図りました。

「地震活動監視支援システム」では、旧システムの機能を引き継ぎ、さらに各種観測データ

の表示機能、地殻変動データの異常検出機能、携帯電話へ自動通報機能、データ修正機能、

各種設定の簡略化などを新たな機能として追加しました。

「総合研究データベースシステム」では、電子ファイリングシステムのパッケージソフト

ウェア「LLFILING」の導入により、旧システムの機能を引き継ぎ、システムの規模を縮小し
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ました。

　これらのシステムは、開発・導入すれば終わりではありません。システムを運用してい

くなかで、開発当初の仕様や設計では盛り込めなかった機能の改善や修正の必要が出てき

ます。運用する職員等がシステムを使い込み・利用することから、より良いシステムに向

け、機能の改善・追加などを図かっていかなければならないと考えております。

　今後、地震活動監視支援システムでは、一般公開に向けた情報表示や箱根火山の震度情

報取り込みなどについて改善・変更を進めていく予定です。総合研究データベースシステ

ムでは、データ入力を進めるとともに、地理情報システムとの関連付けやＤＢ化された資

料の公開などについて研究を進めていく予定です。

　また、これらの更新された新システムにより、さらなる調査研究機能の充実・強化を図

るとともに、箱根火山の活動監視や切迫性が指摘されている神奈川県西部地震等に迅速か

つ的確に対応していきたいと考えております。
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表２　地震 ･地殻変動観測点と観測項目および震源データ処理項目
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図８　所内 LANケーブル配線系統図


